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１．はじめに 

企業内における社員の能力育成はいつの時代

においても重要な課題の１つである。取り分け

技術革新を持続的に行うメーカーにおいてはそ

の重要性が再認識されている。その理由は技術

経営（ＭＯＴ）を実現するためには技術者の入

社後の育成がその企業の将来業績の展望を大き

く変えるためである。ＭＯＴに関しては［ 1］

でも述べられている通り米国がその発祥であり

ＭＯＴ教育が米国の再興のキーとなったとする

認識すらある［ 2］。従って日本の多くの大学 

・大学院では、米国内で行われている技術と経

営戦略を橋渡しするカリキュラムを盛り込んだ

ＭＢＡやＭＳ教育をお手本とし［ 3］、2003年

度の大型補正予算も活用し、ＭＯＴ教育プログ

ラムを実施し一定の成果をみている。企業にお

いては今回のインタビュー調査から従来行われ

てきた技術社員の育成プログラムを2001年頃よ

りＭＯＴを意識したカリキュラムに改編してい

る［ 4］。しかし大学・大学院そして企業内に

おいてＭＯＴ教育が活発であるとは言い切れな

い。本稿では日本企業が求めているＭＯＴ教育

の必要能力について分析する。90年代後半以降

に技術革新を伴う新製品を市場投入し技術的に

高く評価された活動の中心的役割を担った技術

者（アンケート調査時点ではその大半が管理

職）に対してその経験に基く実施段階別の必要

能力に関するアンケートとインタビューを実施

しその結果をまとめる。 

２．研究の枠組み 
［ 5］によれば米国においてはすでに1965年ご

ろからＭＯＴ教育が開始されており、下記の４

つの段階を経て戦略的ＭＯＴ教育プログラムが

生み出されたとしている。その４つの段階は①

Ｒ＆Ｄマネジメント、②イノベーションマネジ

メント、③企業にかかわる技術マネジメント、

そして今日では④多角的技術のマネジメントと

変化して来ている。すなわち、現在の米国モデ

ルのＭＯＴ教育プログラムを模範とした大学・

大学院のＭＯＴ教育プログラムが今日の日本メ

ーカーの要望に合致したプログラムであるかど

うかははなはだ疑問である。そこで図表１に示

す枠組みでアンケートとインタビュー調査を実

施し日本企業の技術系社員のＭＯＴ教育に必要

な能力の把握を行い、真に必要な育成スキルを

明確化する必要性がある。 

図表１に示す通りまず［ 6］で実施されたア

ンケート結果と同じ設問で (Ⅰ )ＭＯＴ人材育

成の必要性と有効な方法に関するアンケートを

実施し５年前と比較する。その上で (Ⅱ )ＭＯ

Ｔ教育の実施段階別必要能力分析を行う。なお

必要能力は［ 7］で上げているイノベーション

を実現される過程における効果的、統合的マネ

ジメントを推進するスキル19項目をベースに、

Ａ技術経営スキル（1.目標設定能力 ,2. 技術開

発戦略能力 ,3. プロジェクトマネジメント能

力）、Ｂ実行スキル（4.目標実現能力 ,5. ビジ

ネスマネジメント能力）に分け、さらに［ 8］

をベースに技術課題解決になくてはならないＣ

技術知識醸成（創出）スキル（6.専門技術理解

能力 ,7. 固有技術融合能力）を加える。なおこ

の中区分した７スキル項目はさらに各５項目

(小区分 )に分類する。なお［ 9］に示されて

いる業務スキルではなくその前提をなす基本ス

キルを研究対象とする。次に (Ⅲ )独立変数

「各職位別の重要と認識されたスキル」と従属

変数「市場投入された最終新製品の技術の革新

性と技術水準の優位性」との関係を分析する。

この関係性分析はアンケート回答者が実施した

新製品の市場での評価との関係を分析するもの

である。従ってＭＯＴ教育を受けた者が直接的

に新製品誕生に関わりその結果を分析したもの 

 

             図表１．本研究の枠組み 
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ではない。しかしその結果に関係性が認められ

れば新たな知見として見ることができると思わ

れる。なお「市場に投入された最終製品の技術

評価」は、①「技術の革新性」を学会の技術賞

の受賞有無で評価し②「技術水準の優位性」を

競争企業との活動後の技術水準と比較し「断然

トップ」、「トップ」、「同等」の３段階で評

価する。 

３．調査方法と回収状況 

アンケート調査は2003年 8 月15日から 9月

16日まで1407事業所に依頼し、有効回答数が

131 通 ( 回答率 9.3%) であった。回答漏れ等を

はずし (Ⅰ ) と (Ⅱ )の結果は 125 データの集

計であり、 (Ⅲ )の結果は 100 データで分析す

る。回答企業は 100 データの場合上場企業68社

（81データ）、非上場企業19社（19データ）で

ある。事業規模は年間売上額が 500 億円から 4

兆円まであり、約3500億円が平均値である。回

答者は96％が現在研究開発部門を中心とした管

理職である。有効回答のすべてが1990年代後半

以降に市場に新製品として投入されたことおよ

び回答者がその中心的役割を果たしたことを確

認してある。なお 100 データの業種区分は多い

順に電気機器25%,化学13%,輸送用機器 8%, 機械

8%, 情報通信機器 7%, 精密機器 6%, 建設 6%, 他

である。さらに16データについてインタビュー

調査を合わせて実施した［ 4 ］。 

４．調査結果 
( Ⅰ ) ＭＯＴ人材育成の必要性と有効な方法 

図表２と図表３に結果を示す。1998年と

2003年との比較を行う。まず図表２のＭＯＴ人

材育成の必要な理由は、５年前と較べ革新的テ

ーマ創設を意識した個性的人材の評価値が 15%

低下し、スピーディな研究開発運営を可能にす

るリーダシップ発揮人材の評価値も 23% 低下し

ている。一方目標創設から実現まで一貫して引

っ張っていけるすべてをまとめられる人材の評

価値が２倍となっている。なお権限集中と責任

体制に関する項目は両方とも低下（各 20% と

65% ）している。 

次に図表３のＭＯＴ人材育成の有効な方法

は、５年前と較べ大筋で傾向は変わらないが、

社内育成項目である「早期育成計画」と「人事

ローテーション」が両方とも低下（各 20% と

13% ）している。一方、社外育成項目である

「ＭＯＴ大学院派遣」が 23% 増加している。な

お新人事評価や新資格制度に関する項目とも低

下（各 35% と 66% ）している。なお［10］でも

示されたとおり共同研究への参画が微増で増え

ていることが注目される。 

   図表２．ＭＯＴ人材育成の必要な理由 

 
    図表３．ＭＯＴ人材育成の有効な方法 

 
 
( Ⅱ ) ＭＯＴ教育の実施段階別必要能力分析 
図表４～６に結果を示す。図表４より係長、

課長、部長、事業部長の各クラスがＭＯＴ教育

の効果的な職位である。取り分け課長クラスの

比率が高く、インタビュー調査した企業の大半

が「課長就任以前にＭＯＴ教育を実施する」こ

とと合致する。 
図表５より各クラスに特徴的な必要スキルが

あることがわかる。一般・係長クラスは「目標

実現」「専門技術理解」「目標設定」が業務遂

行上重要となるスキルである。 
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図表４．ＭＯＴ教育の実施段階はどこを行う

のが効果的か  （N=125） 

 
 

図表５．効果的と回答した方が必要と認識し

ている能力     (N=125)  
 

 
 
一方その上位の課長・部長クラスは「プロジ

ェクトマネジメント」「技術開発戦略」「目標

設定」の順番で重要となっている。事業部長・

それ以上の場合には「ビジネスマネジメント」

「技術開発戦略」「プロジェクトマネジメン

ト」の順番で重要となっている。各職位により

特徴あるスキルが必要であることがわかる。 

図表６より中区分で上げた能力をさらに細

分化し各５スキルを提示し調査したが、Ｃ技術

知識醸成スキルを除きＡとＢとも特定の能力が

卓越していることがわかる。例えばＡ技術経営

スキルの目標設定能力ではコンセプト創出能力

77.9% で他の能力より２倍以上、リーダーシッ

プ能力 77.9% で他の能力より３倍以上の比率で

ある。 
 
 

( Ⅲ )MOT 必要能力と最終新製品評価の関係 
図表７に係長クラスの共分散構造分析結果を 

示す。ＭＯＴ必要能力と最終新製品技術評価と

の間には極めて高い関係性が認められる。取り

分け技術経営スキルの向上が重要で、その内

「コンセプト創出」と「リーダシップ」の育成

能力が大切である。なおインタビュー調査より

コンセプト創出とリーダシップが特に重要と回

答した企業が16社中11社あり、本結果を裏付け

るものである。 

 
  図表６．具体的な必要能力  (N=131)  
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図表７．係長クラスのＭＯＴ必要能力と最終新

製品評価の関係   (N=42)  

 
５．結論と考察 

①ＭＯＴ人材育成の必要性と有効な方法とも 

各企業で試行錯誤がなされ、その結果が５年前

との差に現れたものと思われる。具体的には、

技術系組織の引き締めを狙う各種マネジメント

制度や体制は明らかに衰退傾向にあり（見方に

よってはすでに定着したとの見解もあるが今回

インタビュー調査した範囲では異なる。）、②

そして個性や発想力のある人材起用は、目標設

定から実現までを一貫して引っ張れる人材起用

にシフトしつつあり、後者人材育成が重要性を

増してきている。③その育成すべき時期は係長

や課長段階での実施が最も効果的である。④ど

の職位にも共通する実施すべき最重要必要能力

は35項目中「コンセプト創出」「技術予測評

価」「リーダーシップ」「意思決定判断」「 ﾏ

ｰ ｹ ﾃ ｨ ﾝ ｸ ﾞ 戦略戦略企画実行」「将来展望

（技術ビジョン）構想」の 6能力であることが

わかる。なおその他能力の内、重きを置かない 
能力はすでに育成がなされている場合または必 
要性が低い場合の両方が考えられる。⑤次に間

接的な関係の評価ではあるが係長クラスのＭＯ 
図表８．職位ブロック別スキルウエイト分布図 

 

Ｔ必要能力と最終新製品評価には高い関係性が

あり、ＭＯＴ教育の必要性が明らかになったも

のと思われる。ただし今後は、実際のＭＯＴ教

育の実施者と非実施者とその活動成果の関係等

を仔細に検討する必要性がある。⑥図表８に図

表５をもとに職位ブロック別に各スキル区分の

ウエイト分布を示す。これによると職位別にウ

エイトが異なりかつ一定の法則性があることが

明らかとなっている。 
本稿をまとめるためアンケート調査の機会を

与えてくれた日本大学大学院グローバルビジネ

ス研究科菅澤喜男教授に厚く感謝いたします。 
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